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令和６年度 第１回 兵庫県都市計画審議会議案 

 

議案
番号 

都 市 名 件     名 頁 

１ た つ の 市 中播都市計画区域区分の変更について １ 

２ 加 西 市 加西市域の区域区分の廃止方針について ６ 



第１号議案 

都計第１９０５号  

令和６年８月２０日  

 

 兵庫県都市計画審議会 

    会長  加 藤 恵 正  様 

 

 

兵庫県知事  齋 藤 元 彦 

 

 

中播都市計画区域区分の変更について（付議） 

 

 

このことについて、都市計画法第21条第２項において準用する同法第18条第１項の規

定により、次のとおり審議会に付議します。 
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計 画 書 
 
 

中播都市計画区域区分の変更 
 
 
 
 都市計画区域区分を次のように変更する。 
 
 
１ 市街化区域と市街化調整区域との区分 
 

「中播都市計画区域区分の変更(四箇・大道地区) 変更概要図及び計画図」表示のとおり 
 
 
 
２ 人口フレーム 
                                  単位：千人 

         年 次 
区 分 平成 27 年 令和７年 

都市計画区域内人口 633 638 

 市街化区域内人口 529 526 

 配分する人口 － 516 

保留する人口 － 10 

 （特定保留） － 0.2 

（一般保留） － 10 

 
 
 
 

理   由 
 

別添「理由書」のとおり 
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中播都市計画区域区分の変更（四箇・大道地区）　計画図

1:6,000

市街化調整区域

市街化区域

凡　例

区域区分境界
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理  由  書 

 
 

中播都市計画区域においては、無秩序な市街化を防止し、計画的な市街化を図るため、

市街化区域と市街化調整区域との区分を昭和 46 年に定めた後、概ね５年に一度に一斉

見直しを行っており、直近の第８回見直しにより市街化調整区域において計画的に市街

化を図る区域を設定している。 

たつの市四箇・大道地区は、インターチェンジ及び主要地方道沿いで交通上の利便性

に優れ、市役所及び鉄道駅等の都市機能が集積する既成市街地に連続している。 

「西播磨地域都市計画区域マスタープラン」において計画的な市街化が見込まれる地

区としており、「たつの市都市計画マスタープラン」によりインターチェンジ周辺の高

い交通利便性を活かした商業施設の適正な立地誘導を進め、都市機能の集積と活性化を

目指すとしている。 

また、区域の一部を土地区画整理事業及び民間開発事業により整備し、既に住宅、店

舗等が集積している街区を含めて計画的な土地利用を誘導するため、周辺の集落との調

和を図り、都市交流拠点としてふさわしい商業及び業務街区の形成を目標とした地区計

画を定める。さらに、洪水浸水想定区域への対策として土地区画整理事業で調整池を設

置する等により降雨による浸水の発生を抑制する。 

このたび、土地区画整理事業に関する地権者の合意形成が図られ、準備組合を設立し、

土地区画整理組合による整備計画が具体化したため、土地区画整理事業予定区域及び民

間開発区域並びに既に住宅、店舗等が集積している区域を市街化区域に編入し、幹線道

路の交通量の変化等の都市機能への影響に配慮しつつ中心市街地として大規模集客施

設を立地誘導することにより商業機能の活性化を図ることとするものである。 
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第 ２号議案 

諮問第４１号 

 

兵庫県都市計画審議会  

 

 

 

加西市域の区域区分の廃止方針について（諮問） 

 

 

 

加西市域の区域区分の廃止方針について次のとおり諮問します。 

 

 

 

  令和６年８月２０日 

 

                                          兵庫県知事  齋 藤  元 彦   
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加西市域の区域区分の廃止方針について 
 

 

１  背景・ 経緯 

本県では、 昭和45年から 46年にかけて神戸、 阪神間、 東播、 中播及び西播都市計

画区域において、市街化区域と 市街化調整区域と の区分（ 区域区分） を 定め、整備、

開発及び保全を行っ てき た。  

また、 市街化調整区域の計画的なまちづく り を 進めるため、 地区計画制度の活用

と と も に、平成14年に創設し た都市計画法第34条第12号に基づく 「 特別指定区域制

度」 など開発許可制度の弾力的な運用により 、 地域の実情に即し た土地利用を 可能

と し てき た。  

一方、 市街化調整区域の面積・ 人口比率が高い市町から は、 市街化調整区域の厳

し い建築制限が地域衰退の要因と なっ ているこ と や、物流需要の増加等による産業

立地や空家等を活用し た移住・ 起業などへの機動的な対応が困難と の声があがっ て

いた。 こ のよう な社会情勢やニーズの変化・ 課題に対応し ていく ため、 区域区分の

廃止の可能性について検討を 進めるこ と と なっ た。  

令和４ 年度に都市計画審議会専門委員会の意見を踏まえて、区域区分の設定に係

る基本的な考え方を定め、東播及び中播都市計画区域の内陸部並びに西播都市計画

区域においては、 区域区分の設定を原則と し つつも 、 市町が区域区分と 同様の土地

利用コ ント ロールを行う 場合は、 区域区分の廃止を可能と し た。  

こ れを受け、東播都市計画区域の内陸部に属する加西市から 区域区分の廃止意向

及び区域区分に代わる土地利用コ ント ロール手法が示さ れたため、区域区分の廃止

について市と と も に検討を進めるこ と と なっ た。  

２  加西市域の区域区分廃止の必要性 

加西市域（ 都市計画区域外を 除く 。 以下同じ ） においては、 市域の面積の約95％

を占める市街化調整区域に、 人口の約65％が居住し ている。  

旧町の中心部を はじ め、 市街化調整区域に多く の集落が存在し 、 地域産業を 支え

る工場など事業所が広く 立地する土地利用の特性上、事業所の維持・ 拡大と と も に、

移住者の定住・ 起業などによる市街化調整区域の地域活力の維持・ 向上が重要と な

っ ている。 また、 加西市都市計画マスタ ープラ ンでは、 中心市街地だけでなく 、 市

街化調整区域においても 都市機能の強化及び居住誘導を行う 地区を 位置付け、市全

体と し て「 コ ン パク ト プラ スネッ ト ワーク 」 の都市構造を 目指すこ と と し ている 。 

市は、こ れまで市街化調整区域において地区計画制度や特別指定区域制度を 活用

し 、 柔軟かつき め細かな土地利用を 進めてき たが、 地域活力の維持・ 向上に資する

土地利用への機動的な対応が課題と なっ ており 、土地利用の規制手法の見直し が必

要と なっ ている。  

区域区分を 廃止し 、地域の特性を 踏まえた施設等を 適正に誘導する新たな土地利

用コ ント ロールへ移行するこ と で、土地利用ニーズへの機動的な対応が可能と なり 、

市が目指すまちづく り の実現につながると 考えら れる。  
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３  区域区分の廃止による影響への対応 

区域区分の廃止に当たっ ては、加西市域を区域区分の設定を行わない非線引き 都

市計画区域と し て新たに指定する必要があるこ と から 、都市計画区域の指定及び区

域区分に代わる土地利用コ ント ロール手法の妥当性の検討を 行っ た。  

(1) 都市計画区域の指定について 

加西市域は、東播都市計画区域の市町と 交通網や河川流域等による一定のつな

がり を有する一方、 他市町から 独立し た市街地を 形成し 、 市域内においてイ ンフ

ラ や都市機能が確保さ れ、 通勤、 通学、 買物と いっ た人の移動における日常生活

圏が形成さ れている。 また、 市は今後、 市が主体と なる土地利用コ ント ロール手

法により まちづく り を 進めるこ と と し ている。  

こ のよ う な土地利用の状況及び見通し 、 日常生活圏などから 総合的に判断し 、

加西市域を 実質上一体の都市と し て整備、開発及び保全する必要のある都市計画

区域と し て、 新たに指定するこ と は妥当であると 考える。  

なお、 加西市分離後の東播都市計画区域は、 引き 続き 区域区分を 定めて一体の

都市と し て整備、 開発及び保全し ていく こ と と する。  

(2) 区域区分に代わる土地利用コ ント ロール手法について 

過度な人口流入等による市街地の拡大の可能性は低いも のの、産業系の開発需

要や、イ ンタ ーチェ ンジ周辺及び現市街化区域の縁辺部における宅地需要の増加

が想定さ れるほか、 現市街化調整区域の土地利用によっ ては、 既成市街地の空洞

化や周辺の農業環境等への影響が懸念さ れる。  

市においては、 こ れまで運用し てき た市街化調整区域の土地利用計画を 基に、

特定用途制限地域を 指定するこ と により 建物の用途や規模を制限するほか、現在

の用途地域及び地区計画の指定を 継続さ せるこ と で、地域特性に応じ たき め細か

なゾーニングや用途規制・ 誘導を 行う こ と と し ている。  

さ ら に、区域区分の廃止により 開発許可が不要と なる小規模な開発行為につい

て、 市条例により 都市計画法に準拠し た技術基準への適合や地域と の合意形成、

環境への配慮を 求めるこ と と し ている。  

こ れら の市主体の土地利用コ ント ロール手法により 、 建物の用途規制・ 誘導が

行われ、無秩序な市街地拡大や既成市街地への影響にも 適切に対応でき るも のと

考える。  

４  区域区分の廃止方針 

都市計画区域の指定や区域区分に代わる 土地利用コ ン ト ロ ール手法について妥

当性があり 、加西市の目指すまちづく り に必要な都市構造の実現にも 寄与するこ と

から 、 令和７ 年度末を 目途に、 加西市域において区域区分を 廃止するこ と と する 。 
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